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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ)は含んでいない。 
２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成15年３月期及び平成17年３月期、平成19年３月期については１株当たり当

期純損失であり、かつ、潜在株式が存在しないため記載していない。また、平成16年３月期及び平成18年３月期について
は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1) 連結経営指標等           

売上高 (千円) 10,339,123 10,325,578 10,450,781 7,470,749 6,838,770 
経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) △1,757,035 △1,443,801 △59,580 242,877 △152,923

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) △1,780,672 989,100 △1,038,874 207,443 △148,964

純資産額 (千円) 2,111,812 3,127,546 1,982,319 2,489,696 2,340,407 

総資産額 (千円) 12,506,821 11,372,871 4,988,012 4,414,863 4,220,771 

１株当たり純資産額 (円) 1,922.06 2,846.92 1,804.71 2,142.94 2,014.61 
１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △1,620.00 900.28 △945.74 180.82 △128.22

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.9 27.5 39.7 56.4 55.4 

自己資本利益率 (％) ― 31.6 ― 9.3 ― 

株価収益率 (倍) ― 6.7 ― 23.8 ― 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,208,853 △1,113,002 △92,492 △363,384 △211,467

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △16,387 3,810,951 6,268,575 △638,486 △13,872

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,460,809 △2,832,638 △4,315,495 293,947 △200,323

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 1,026,676 891,986 2,752,574 2,044,651 1,618,987

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
198 
(202)

181
(204)

77
(78)

71 
(70)

68
(62)

(2) 提出会社の経営指標等           

売上高 (千円) 9,157,168 9,499,758 9,358,380 6,582,873 5,691,297 
経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) △1,775,280 △1,450,034 △81,488 180,063 △111,175

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) △1,793,162 966,113 △1,013,346 152,141 △106,966

資本金 (千円) 1,277,100 1,277,100 1,277,100 1,427,277 1,427,277 

発行済株式総数 (株) 1,100,000 1,100,000 1,100,000 1,163,500 1,163,500 

純資産額 (千円) 2,126,027 3,118,775 1,999,077 2,451,150 2,343,860 

総資産額 (千円) 12,183,847 11,113,620 4,524,997 4,075,682 3,790,921 

１株当たり純資産額 (円) 1,935.00 2,838.93 1,819.96 2,109.76 2,017.59 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △1,631.37 879.35 △922.50 132.62 △92.07

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 17.4 28.1 44.2 60.1 61.8 

自己資本利益率 (％) ― 31.0 ― 6.8 ― 

株価収益率 (倍) ― 6.8 ― 32.4 ― 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 
従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
123 
(177)

112
(155)

26
(48)

24 
(45)

26
(31)



２ 【沿革】 

提出会社は東宝株式会社の株主への割当て募集により昭和31年２月資本金２億円、商号を株式会社新宿コマ・スタ

ジアムとして設立、また昭和31年４月京阪神急行電鉄株式会社(現阪急阪神ホールディングス株式会社)の株主への割

当て募集により資本金２億円、商号を株式会社梅田コマ・スタジアムとして設立、新宿コマ・スタジアムについては

昭和31年12月、梅田コマ・スタジアムについては昭和31年11月より演劇・映画興行場としてそれぞれ営業を開始し

た。 

以後の沿革は下記のとおりである。 

昭和31年11月 梅田コマ・スタジアム、コマ・ゴールド劇場及びコマ・シルバー劇場開場 

昭和31年12月 新宿コマ・スタジアム、コマ東宝劇場開場 

昭和33年９月 株式会社大宝芸能設立 

昭和36年１月 コマ興業株式会社設立 

昭和36年10月 株式会社梅田コマ・スタジアム大阪証券取引所市場第２部に上場 

昭和39年４月 株式会社梅田コマ・スタジアム増資により資本金３億円となる。 

昭和39年８月 株式会社梅田コマ・スタジアムは株式会社新宿コマ・スタジアムと合併、商号を株

式会社コマ・スタジアム(資本金５億円)と改める。 

昭和44年１月 東京コマ旅行会館を竣工し、コマ興業株式会社に賃貸 

昭和45年５月 株式会社コマ・プロダクション設立(現・連結子会社) 

昭和48年４月 西宮コマ・ゴルフセンター開場 

昭和49年10月 株式会社大宝芸能と東宝芸能株式会社が合併、商号を東宝芸能関西株式会社と改め

る。 

昭和50年８月 株式会社壱番街設立 

昭和52年４月 西宮コマ・スイミングスクール開場 

昭和56年６月 株式会社壱番街、六本木１丁目にスタジオ一番街設立 

昭和57年８月 シアターアプル(新宿コマ・スタジアム地下)開場 

昭和59年９月 東宝芸能関西株式会社の商号を、株式会社大宝企画と改める。 

昭和61年７月 株式会社壱番街の商号をコマ興産株式会社と改める。 

昭和63年10月 第三者割当による増資を行ない、資本金12億７千７百10万円となる。 

平成２年５月 株式会社ちゃやまち劇場設立 

平成２年９月 株式会社アプル設立 

平成４年９月 梅田コマ・スタジアム、コマ・ゴールド劇場、コマ・シルバー劇場閉鎖 

平成４年９月 株式会社ちゃやまち劇場の商号を、株式会社シアター・ドラマシティと改める。 

平成４年11月 劇場飛天開場 

平成６年４月 株式会社大宝企画、株式会社コマ・スタジアムへの割当による増資を行ない資本金

1,000万円となる。 

平成11年３月 東京コマ旅行会館閉鎖 

平成12年４月 劇場名の劇場飛天を梅田コマ劇場と改める。 

平成12年７月 コマ興業株式会社は、コマ興産株式会社と合併し、コマ興産株式会社となる。 

平成12年７月 株式会社アプルは、株式会社コマ・プロダクションと合併し、株式会社コマ・プロ

ダクションとなる。 

平成13年４月 梅田舞台株式会社の株式50％を取得 (現・連結子会社) 

平成13年９月 コマ興産株式会社は、株式会社コマ・スタジアムとの合併により解散 

平成16年３月 西宮コマ・ゴルフセンター、西宮コマ・スイミングスクール閉鎖 

平成17年３月 株式会社アミューズ、阪急電鉄株式会社と包括的業務提携に関する基本合意を締結 

平成17年３月 株式会社大宝企画、株式会社シアター・ドラマシティを清算 

平成17年６月 第三者割当による増資を行ない、資本金14億２千７百27万円となる。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社２社で構成され、「演劇・映画興行」、「賃貸・貸室」各関連事業を主な内容と

した各種サービス事業を展開している。 

当社グループの事業に係る位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。 

  

「演劇・映画興行関連事業」……当社が制作・興行するほか、株式会社コマ・プロダクションに演劇の制作を依頼するとともに、

株式会社コマ・プロダクションよりタレント等の斡旋を受けており、梅田舞台株式会社には舞台

の大道具製作、及び舞台の運営を委託している。 

当社は、梅田芸術劇場を株式会社梅田芸術劇場（主要株主である阪急阪神ホールディングス株

式会社の子会社）より賃借し、演劇興行を実施している。 

また、当社の劇場であるシアターアプル及びコマ東宝の運営を株式会社コマ・プロダクション

に委託している。 

「賃貸・貸室関連事業」…………当社所有物件を賃貸している。 
  
事業の系統図は次のとおりである。 

  

 
  

  

連結子会社及び関連会社は次の通りである。 

 連結子会社 

  株式会社コマ・プロダクション：演劇の制作、タレント等を新宿コマ劇場他に出演の斡旋、シアターアプルの自

主公演、提携公演の企画、制作及び貸館等のソフト運営並びに新宿コマ劇場を

はじめ他劇場、ホール等での演劇、ミュージカル、各種イベントの企画・制作

を行っている。 

  梅田舞台株式会社      ：テレビの装置製作、梅田芸術劇場の大道具製作及び舞台転換等の舞台運営業

務、並びにイベント等の看板製作を行っている。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 特定子会社に該当している。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。 

３ 臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び嘱託契約の社員を含み、派遣社員を除いている。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。 

４ 臨時従業員には、アルバイト、パートタイマー及び嘱託契約の社員を含み、派遣社員を除いている。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記事項なし。 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)      

株式会社 
コマ・プロダクション 
(注)１、２ 

東京都新宿区 20,000 演劇・映画
興行関連事業 100 ―

制作料、出演料等の支払 
運営委託料の支払 
役員の兼任等… ３人 

梅田舞台株式会社 (注)１ 大阪市北区 10,000 演劇・映画
興行関連事業 100 ―

舞台大道具等の製作料の支払 
資金の貸付 
役員の兼任等… ３人 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

演劇・映画興行関連事業 62 (60) 

賃貸・貸室関連事業 ― (―) 

全社(共通) 6 (2) 

合計 68 (62) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

26(31) 43.10 16.4 4,776 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の好調による設備投資の増加や雇用環境の改善など緩やかなが

らも景気回復傾向にあるものの、金利の上昇や原油価格の高騰などで先行き不透明な兆しも見えてきた。 

演劇興行界においても、いまだ個人消費が弱いなか、世代間で異なる個人のニーズが益々拡大傾向にあり、それ

を適確に捉えた演目の選定やブランド力を活かした制作販売活動が求められている。 

このような状況のもと、当社グループは従来の公演形態にこだわることなく、話題性のある新企画の自主公演や

株式会社アミューズとの業務提携を活かした貸館公演を行うことにより新たな顧客層の獲得に努め、また博多座

（福岡）、御園座（名古屋）など他劇場へ積極的に公演を制作販売した。 

しかしながら、大阪梅田芸術劇場における自主公演の個人並びに団体顧客が年々減少傾向であり、事業拠点とな

る新宿コマ劇場において行った新企画公演の販売も所期の目標に至らなかった。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、6,838百万円と前年同期に比べ631百万円（8.5％）の減収となった。 

一方、費用面において諸経費はもとより、制作原価の圧縮を徹底的に推し進めたが、営業損失は156百万円（前年

同期は営業利益253百万円）、経常損失は152百万円（前年同期は経常利益242百万円）、当期純損失は148百万円

（前年同期は当期純利益207百万円）と悪化した。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

① 演劇・映画興行関連  

新宿コマ劇場では、新企画として平成18年４月に「夏川りみカーニバル」、６月に「FOLK＆ROCK FES」、８月に

「リボンの騎士 ザ・ミュージカル」、10月に「冬のソナタ ザ・ミュージカル」などの公演を行ったが、盛況とな

った８月「リボンの騎士 ザ・ミュージカル」を除き、いずれも所期の目標を達成するには至らなかった。その他７

月「松平健」、９月に「五木ひろし」、本年２月には「コロッケ」、そして３月に「北島三郎」と馴染みのある公

演を行い所期の目標を達成し、また１月には短期公演としてコンサート形式の「ウイーン・ミュージカル エリザベ

ート来日記念コンサート」を３日間、「Ｕｔａ祭」として「都はるみ」、「小林旭」、「舟木一夫」コンサートを

10日間行い、好評を博した。 

貸館公演については、平成18年５月、６月に株式会社アミューズ、日本テレビ放送網株式会社主催「地球ゴージ

ャス・ヒューマニティ」、11月、12月には同じく招聘ミュージカル「WE WILL ROCK YOU」を昨年に引き続き再演し

た。 

  

  

  

他劇場においては、平成18年９月に「北島三郎」、本年２月にミュージカル「マリー・アントワネット」の２作

品を梅田芸術劇場にて行い名古屋の御園座では「北島三郎」、「小林幸子」、福岡の博多座では「北島三郎」、

「吉幾三」、「中村美律子」の公演を制作販売した。東京においても新宿コマ劇場だけでなく「日本歌謡史100年！

五木ひろしin国立劇場」など外部公演も実施した。 

シアターアプルでは恒例の「カンコンキンシアター」などの提携公演、貸館公演により収入の安定に努めた。 

コマ東宝劇場では、東宝映画「LIMIT OF LOVE 海猿」、「トリック劇場版２」、「涙そうそう」などを上映し、

所期の目標を達成した。 

新宿コマ劇場の飲食及び物販事業は、劇場に併設した食堂等の営業形態を見直し収益改善に取り組んだ。 



この部門の売上高は、6,801百万円と前年同期に比べ631百万円（8.5％）の減収となった。 

営業利益は25百万円と前年同期に比べ446百万円（94.6％）減少した。 

  

② 賃貸・貸室関連  

新宿コマ劇場「のれん街」、「花道通り」など、この部門の売上高は、37百万円と前年同期に比べ0百万円

（1.8％）の減収となり、営業利益は29百万円と前年同期に比べ1百万円（4.0％）減少した。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物の残高は、1,618百万円となり、前期と比べ425百万円

（20.8％）減少した。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動による支出は、211百万円と前年同期に比べ151百万円（41.8％）の減少となっ

た。これは主として、税金等調整前当期純損失△144百万円（前年同期は税金等調整前当期純利益218百万円）、売

上債権の増加△97百万円（前年同期は売上債権の減少395百万円）等の要因により、キャッシュ・フローは、減少し

たものの、仕入債務の増加162百万円（前年同期は仕入債務の減少△793百万円）により大きく増加したことによる

ものである。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動による支出は、13百万円と前年同期に比べ624百万円（97.8％）の減少となっ

た。これは主として、有形固定資産の取得による支出が476百万円減少するとともに、定期預金の預入による支出が

当連結会計年度において発生しなかったことによるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動による支出は、200百万円（前年同期は293百万円の収入）となった。これは主

に、当連結会計年度において、短期借入金200百万円の返済を行ったことによるものである。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は興行及び劇場賃貸を主たる事業としており、生産実績は販売実績と同一となるため、その記載を省略して

いる。 

  

(2) 受注実績 

受注高は、販売実績と同一であるため、その記載を省略している。なお、新宿コマ劇場の前売入場券は、公演２

か月前より販売している。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含めていない。 

２ 事業の種類別セグメントごと販売高の内訳は以下のとおりである。 

(1) 演劇・映画興行関連事業 

  

(2) 賃貸・貸室関連事業 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

演劇・映画興行関連事業 6,801,151 △ 8.5 

賃貸・貸室関連事業 37,619 △ 1.8 

合計 6,838,770 △ 8.5 

区分 入場人員(人) 稼働率(％) 興行収入(千円) 

新宿コマ劇場 460,517 72.3 2,634,693 

梅田芸術劇場 97,448 67.2  764,863 

シアターアプル 11,727 87.6 108,986 

コマ東宝劇場 111,854 11.9 155,683 

小計 681,546 ― 3,664,227 

貸館収入     159,050 

制作収入     2,063,588 

事業収入     598,896 

友の会収入     13,615 

広告収入     24,175 

その他の収入     277,598 

小計     3,136,923 

合計     6,801,151 

区分 貸付面積(平方メートル) 営業収入(千円) 

その他の賃貸収入 3,310.9 37,619 

合計 3,310.9 37,619 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは今後安定した収益を確保するため、顧客のニーズを適確に捉えた演目を選定し、新宿コマ劇場での

上演に止まらず、他劇場への制作販売も積極的に行い効率的な販売体制を確立し、営業力を高めることに努めていく

所存である。 

制作については更なる制作原価の圧縮を推し進めつつ、魅力ある作品を提供することにより、従来の顧客層はもと

より、新たな顧客層の来場を促し、より多くの人々に楽しんでいただける劇場を目指す所存である。 

新規の事業としては、大型ＬＥＤ「コマビジョン」及び他の広告販売活動を強化することで、媒体としての商品価

値を高め、激しい時代の環境変化に耐えうるフットワークの軽い会社を目指し、当社グループを挙げて邁進して行く

所存である。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業の経営成績または財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のとおりである。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものである。 

（１）消費者動向 

当社グループは、主に個人客、団体客を対象とした事業活動をおこなっている。よって、消費者動向に影響を

あたえるような不測の事態の発生は、観劇需要の減少に到るなど、当社の業績及び財政状況に影響をおよぼす可

能性がある。 

（２）劇場施設における災害の発生 

基幹劇場は新宿コマ劇場の一館に集約されたため、都市型の大規模な災害が発生した場合、顧客に対する影響

並びに施設の損傷などが予想され、当社グループの業績及び財政状況に影響をおよぼす可能性がある。 

（３）映画・演劇興行関連事業、興行成績の不安定 

演劇制作においては公演の１～２年前から原作の使用許可及びタレントの出演交渉を行っている。多方面から

分析し、十分なマーケティングを行った上で、原作及びタレントを厳選しているが、社会の流行や観客の嗜好の

変化により、企画時点での予想興行収入と乖離するリスクがある。また、出演予定者の健康状態などの理由によ

る降板などがあった場合、収支予想と乖離が発生する場合がある。 

（４）著作権の使用許諾 

当社グループは演劇制作会社として、脚本や音楽などの著作物の知的所有権の使用について重要性を認識して

いる。著作権の使用許諾については、適切な手続を行っているが、著作権侵害を原因とする不測の損害賠償請求

が提訴されるリスクがある。 

（５）個人情報保護 

当社グループは個人情報保護について、適切な社員教育、周知徹底並びにシステム管理を行っているが、コン

ピュータシステムのトラブルなどによる情報漏洩が発生する可能性が皆無とはいえず、その場合の損害賠償の発

生など、当社グループに影響を及ぼす可能性がある。 

（６）食中毒 

当社グループは食事の提供並びにお土産（飲食物）などの販売を行っており、不測の事態により食中毒事故が

発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がある。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項なし。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記事項なし。 



  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状態 

① 当連結会計年度末の流動資産は2,730百万円（前期比70百万円の減少）となった。これは、現金及び預金が

425百万円減少したほか、未収入金として梅田芸術劇場において上演した、「マリーアントワネット」のチケッ

ト代金他が320百万円増加したことが主な原因である。 

  当連結会計年度末の固定資産は1,490百万円（前期比123百万円の減少）となった。 

  有形固定資産については、新宿コマ劇場における屋上防水処理工事及び、３階天井漏水修理の補修工事や、

新宿コマ劇場の音響設備機器の購入により、建物及び構築物が２百万円、器具備品が２百万円増加した。一

方、６月に日本ケンタッキーフライドチキン㈱新宿コマ劇場店の閉鎖に伴い、センターパッキングテーブル他

を譲渡したことにより器具備品が２百万円減少した。これに加え、減価償却費125百万円を計上したことによ

り、有形固定資産は前期に比し122百万円減少した。 

  前期に比し無形固定資産は１百万円減少した。 

② 当連結会計年度末の流動負債は1,716百万円（前期比37百万円の減少）となった。これは、借入金の返済によ

り短期借入金が200百万円減少し、３月の公演費の未払金が125百万円増加したことが主な要因である。 

  固定負債は、163百万円（前期比７百万円の減少）となった。これは、退職給付引当金が10百万円増加した

が、負ののれん（前連結会計年度は連結調整勘定）が13百万円減少したことが主な要因である。 

  純資産合計は2,340百万円（前期比149百万円の減少）となった。これは、当期純損失148百万円を計上したこ

とによる。 

③ 当連結会計年度のキャッシュ・フローは現金及び現金同等物の期末残高が1,618百万円（前期比425百万円の

減少）となった。 

 なお、平成15年11月28日の取締役会において決議した「経営再建計画」も順調に推し進めることにより、平

成20年３月期には営業活動によるキャッシュ・フローを生み出し運転資金及び設備投資資金を調達することが

可能と考えている。 

 文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものである。 

  

（２）経営成績 

①営業収益 

  営業収益は6,838百万円と631百万円（前年同期比△8.5％）減少した。これは、梅田芸術劇場における自主公

演回数が減少したことと新企画「冬のソナタ ザ・ミュージカル」公演の販売が振るわなかったことが主な要因

である。 

  演目については、「第２ 事業の状況」「１ 業績等の概要」の「(1)業績 事業の種類別セグメントの業

績」に記載の通りである。 

  

②営業原価 

  他劇場への制作販売を積極的に行ったこと及び新宿コマ劇場だけでなく「日本歌謡史100年!五木ひろしin国

立劇場」と他劇場を使用する外部公演を実施した結果、4,733百万円と111百万円（前年同期比2.4％）増加し

た。 

  

③販売費及び一般管理費 

  販売費及び一般管理費は2,261百万円と333百万円（前年同期比△12.8％）減少となった。これは、梅田芸術

劇場での自主公演回数が減少したことにより貸館料が減少するとともに給料手当、修理費、販売手数料等が減



少したことが主な要因である。 

  

④営業外損益 

  借入金の減少により、支払利息が前年同期と比較して2百万円減少した。 

  

⑤特別損益 

  特別利益として、役員退職慰労引当金戻入額８百万円及び貸倒引当金戻入益３百万円を計上した。 

特別損失として、過年度償却資産税４百万円を計上した。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施した設備投資等の総額は5,245千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示す

と、次のとおりである。 

  

（１）演劇・映画興行関連事業 

当連結会計年度においては、新宿コマ劇場の屋上防水処理及び３階天井漏水修理工事2,453千円、及び音響

設備2,092千円などの投資を実施した。 

  

（２）賃貸・賃室関連事業 

当連結会計年度においては、重要な設備投資は実施していない。 

  

なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はない。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(注) １  帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでいない。 

２  上記中<内書>は連結会社以外への賃貸設備である。 

３  従業員数欄の(外書)は臨時従業員数である。 

４  現在休止中の主要な設備はない。  

５  上記の他、主要な賃借資産として以下のものがある。  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 
従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び車輛 

器具備品
土地

(面積平方 
メートル) 

合計 

新宿コマ劇場 
(東京都新宿区) 

演劇・映画 
興行 

関連事業 
劇場   946,320 56,127  244,825        ― 

       (―)
1,247,273 

20
(29) 

賃貸・貸室関
連事業 

賃貸 
店舗 

   93,179
   <93,179>

      ―
   2,069

    <2,069>
  32,581 
  <32,581>
     (137)

  127,829 
  <127,829> 

―
(―) 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容
土地 

(面積平方 
メートル) 

年間賃借料 
（千円） 

新宿コマ劇場 
(東京都新宿区) 

演劇・映画
興行関連事業 

劇場          3,339        144,036 



(2) 国内子会社 

(注) １  帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでいない。 

２  従業員数欄の(外書)は臨時従業員数である。 

３  現在休止中の主要な設備はない。 

  
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項なし。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円) 

従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

器具備品
土地

(面積平方 
メートル) 

合計 

株式会社 
コマ・プロ 
ダクション 

コマ・プロ 
ダクション 
(東京都 
新宿区) 

演劇・映画 
興行 

関連事業 

制作 
業務 

  2,088      ―   4,783
  

   ― 
  （―）

 

   6,872 
26
(13) 

梅田舞台 
株式会社 

梅田舞台 
(大阪市北

区) 

演劇・映画 
興行 

関連事業 

舞台 
大道
具の
製作 
設備 

    309   2,322     201
  

   ― 
  （―）

     

   2,833 
16
(18) 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) １  第三者割当（有償）: 発行価格 4,730円、資本組入額 2,365円 

  割 当 先    : 株式会社アミューズ 

２  平成17年６月29日開催の定時株主総会において、資本準備金を53,788千円減少させ、欠損塡補することを決議した。 

  

  

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 2,000,000 

計 2,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 1,163,500 1,163,500 
大阪証券取引所
(市場第２部) 

― 

計 1,163,500 1,163,500 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年６月17日(注1) 63,500 1,163,500 150,177 1,427,277 150,177 937,675 

平成17年６月29日(注2) ― 1,163,500 ― 1,427,277 △53,788 883,886 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満



(注) １ 自己株式1,785株は「個人その他」に17単元、「単元未満株式の状況」に85株含まれている。 

なお、期末日現在の実質的な所有株数も同じである。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれている。 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

  

区分 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

株式の状況
(株) 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 5 2 61 ― ― 2,539 2,607 ―

所有株式数 
(単元) 

― 292 3 5,259 ― ― 5,926 11,480 15,500

所有株式数 
の割合(％) 

― 2.54 0.03 45.81 ― ― 51.62 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

阪急阪神ホールディングス株式会社 大阪市北区芝田一丁目16番１号 165.5 14.22 

東宝株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目２番２号 108.0 9.28 

株式会社アミューズ 東京都渋谷区桜丘町20番１号 103.5 8.89 

株式会社阪急百貨店 大阪市北区角田町８番７号 31.4 2.69 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 25.0 2.14 

東宝共榮企業株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目２番２号 14.0 1.20 

サントリー株式会社 大阪市北区堂島浜二丁目１番40号 12.8 1.10 

関西テレビ放送株式会社 大阪市北区扇町二丁目１番７号 12.6 1.08 

東宝東和株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目２番２号 12.0 1.03 

三和興行株式会社 東京都新宿区新宿三丁目13番３号 7.0 0.60 

計 ― 491.8 42.27 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含ま 

れている。 

  

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

  

(8) 【ストック・オプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 1,700

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,146,300 11,463 ― 

単元未満株式 普通株式 15,500 ― ― 

発行済株式総数 1,163,500 ― ― 

総株主の議決権 ― 11,463 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％) 

(自己保有株式)      

株式会社コマ・スタジアム 大阪市北区茶屋町19番１号 1,700 ― 1,700 0.15 

計 ― 1,700 ― 1,700 0.15 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

  

 (2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号による取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取 

による株式数は含まれていない。 

  

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

  
(注) 当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取 

による株式数は含まれていない。 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

    

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 100 323 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 1,785 ― 1,785 ― 



３ 【配当政策】 

当社は配当については未だ再建途上であり安定した営業収益の確保に努め、更に公演原価、販売費及び一般管理費

の圧縮を図り、経営基盤を固めるため、当期の配当については引き続き無配とすることとした。 

  

  

４ 【株価の推移】 

  

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、大阪証券取引所市場第２部の実績による。 

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、大阪証券取引所市場第２部の実績による。 

  

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

高(円) 10,000 7,500 6,200 5,200 4,400 

低(円) 4,500 4,030 4,860 4,010 2,750 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

高(円) 3,540 3,780 3,310 3,080 3,200 3,350 

低(円) 3,150 3,200 2,750 2,810 2,910 2,930 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 
(千株) 

代表取締役 
取締役社長   乗 岡 永 記 昭和24年１月26日生 

昭和47年４月

  

平成10年７月

平成11年６月

  

平成12年６月

平成12年６月

平成14年６月

平成16年６月

  

平成18年６月

京阪神急行電鉄株式会社(現阪急阪

神ホールディングス株式会社)入社 

同社創遊本部歌劇事業部長 

同社創遊事業本部副本部長兼創遊事

業本部歌劇事業部長 

同社取締役 

当社監査役 

株式会社宝塚舞台代表取締役社長 

株式会社宝塚クリエイティブアーツ

代表取締役社長 

当社代表取締役 

  取締役社長(現任) 

（注）2 0.3 

代表取締役 
常務取締役   木 村 康 久 昭和37年10月26日生 

昭和60年４月

  
平成16年４月

平成16年６月

  

平成19年４月

平成19年６月

阪急電鉄株式会社(現阪急阪神ホー

ルディングス株式会社)入社 
宝塚歌劇団制作部長 

株式会社宝塚クリエイティブアーツ

監査役 

当社顧問 
当社代表取締役 

常務取締役(現任) 

（注）3 0.1 

取締役   増 田 憲 義 昭和21年12月21日生 

昭和46年４月

平成11年５月

平成11年６月

平成14年５月

平成18年５月

東宝株式会社入社 
同社取締役 

当社取締役(現任) 
東宝株式会社常務取締役 

東宝株式会社専務取締役(現任) 

（注）3 0.1 

取締役   中 川 喜 博 昭和28年５月６日生 

昭和51年４月

  

平成14年６月

平成15年６月

  

平成15年９月

平成16年６月

平成17年６月

平成19年６月

阪急電鉄株式会社(現阪急阪神ホー

ルディングス株式会社)入社 

同社創遊事業本部歌劇事業部長 

同社創遊事業本部副部長、 

歌劇事業部長 

当社人事部長(役員待遇) 

当社取締役(現任) 

阪急電鉄株式会社取締役 

阪急電鉄株式会社常務取締役（現

任） 

（注）2 0.1 

取締役 総務部長 
梅田事部長 村 田 和 彦 昭和22年５月28日生 

昭和46年４月

平成11年６月

  

平成12年６月

平成14年６月

平成15年６月

当社入社 

当社総務部副部長兼副六本木開発室

長 

当社総務部長 

当社総務部長兼経理部長 

当社取締役(現任) 

（注）3 0.1 

取締役 管理部長 豊 島 一 浩 昭和31年11月20日生 

昭和52年11月

平成15年４月

平成17年４月

  

  

平成17年６月

当社入社 

当社財務経理担当 

当社劇場営業部技術・計画担当部長

兼経営管理部財務経理担当副部長 

当社取締役(現任) 

（注）3 0.1 

取締役   柴 矢 敏 彦 昭和30年４月７日生 

平成７年７月

平成17年７月

  

平成18年４月

  

平成18年６月

株式会社アミューズ入社 

同社ライブマネージメント部チーフ

プロデューサー 

同社企画開発部チーフプロデューサ

ー（現任） 

当社取締役(現任) 

（注）2 ― 

取締役 営業部長 岡 森 政 彦 昭和35年９月17日生 

昭和58年４月

平成16年10月

平成17年11月

  

平成19年６月

当社入社 

当社企画営業部企画制作担当部長 

当社企画制作部部長チーフプロデュ

ーサー  

当社取締役(現任) 

（注）3 0.1 



  

  

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主重視の経営の責務を果たすため、透明性の高い効率的な運営がなされるよう、コーポレート・ガバ

ナンスを有効に機能させることが経営上の も重要な課題と位置づけている。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンス体制の状況 

（取締役会） 

当社の取締役会は９名で構成されている。取締役会は８月、12月を除き月１回の定時開催のほか、必要に応

じて常勤取締役が出席する経営会議を17回開催した。 

取締役会は重要な経営戦略を決定し、業務執行状況を監督する機関と位置づけている。 

なお、当社の取締役は14名以内とする旨、定款に定めている。 

  

（監査役・監査役会） 

当社は監査役制度を採用している。監査役監査の体制としては、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構

成されている（平成19年３月31日現在）。監査役間の協議、決議を行うため、監査役の全員で監査役会を組織

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
(千株) 

取締役 制作部長 木 村   慎 昭和35年11月23日生 

昭和58年４月

平成13年４月

平成17年６月

  

平成19年６月

当社入社 

当社企画制作担当 

株式会社コマ・プロダクション取締

役制作販売事業部長(現任) 

当社取締役(現任) 

（注）3 0.1 

監査役   松 倉   清 昭和19年１月５日生 

昭和42年４月

  

平成８年３月

平成８年４月

  
平成８年６月

平成13年６月

  

  
平成14年４月

  
平成16年６月

株式会社日本長期信用銀行(現株式

会社新生銀行)入行 

同行参与 
株式会社第一ホテル（現株式会社 

阪急ホテルマネジメント）入社 
同社常務取締役 

株式会社新阪急ホテル（現株式会社

阪急ホテルマネジメント）監査役 

株式会社阪急リネンサプライ代表取

締役社長 

当社監査役(現任) 

（注）4 0.1 

監査役   加 藤 陽 則 昭和35年８月26日生 

昭和59年４月

平成16年４月

平成16年６月

東宝株式会社入社 

同社財務部長 
当社監査役(現任) 

（注）4 ― 

監査役   久 保 孝 満 昭和34年３月24日生 

昭和57年４月

  

平成５年６月

平成14年６月

平成14年６月

  

平成16年６月

  

平成18年６月

阪急電鉄株式会社(現阪急阪神ホー

ルディングス株式会社)入社 

宝塚歌劇団制作部プロデューサー 

宝塚歌劇団制作部長 

株式会社宝塚クリエイティブアーツ

監査役 

株式会社梅田芸術劇場常務取締役

(現任) 

当社監査役(現任) 

（注）5 ― 

計 1.1 

(注)１ 監査役 松倉清、加藤陽則、久保孝満は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

  ２ 平成18年6月29日開催の定時株主総会の終結の時から2年間 

３ 平成19年6月28日開催の定時株主総会の終結の時から2年間 

  ４ 平成16年6月29日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 

５ 平成19年6月28日開催の定時株主総会の終結の時から4年間 



し、原則として年５回の監査役会を開催している。監査役会は法令に定められた監査を通して取締役の業務

執行が法令及び内部規定に従い適正に行われているかについて業務監査を実施している。常勤監査役は会計監

査人からの監査計画報告（年次）及び会計監査結果報告（中間・期末決算毎）の他、会計監査人と随時情報交

換を行い、業務監査と会計監査の連携を行い監査の有効性と効率性の向上を図っている。さらに、これらの監

査業務を円滑に進めるため、監査スタッフを１名つけている（平成19年３月31日現在）。 

また、経営管理部に担当者６名を配置し、必要に応じて事業部門に対し、内部監査を実施しており、その結

果を監査役会に報告している（平成19年３月31日現在）。 

  

（会計監査の状況） 

会計監査の適正性を確保するため、独立の第三者である会計監査人としてあずさ監査法人による会社法及び

証券取引法に基づく監査を受けている。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社

の間には、特別の利害関係はない。 

また、同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ

とのないよう措置をとっている。当期において、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係わる補助者

の構成については、下記のとおりである。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員  吉田享司、山田英明 

継続関与年数については、いずれも７年以内であるため記載を省略している。 

・監査業務に係わる補助者の構成 

公認会計士 ５名、その他 ２名 

  

（法令遵守体制） 

当社「コンプライアンス規程」に従い社会的責任の自覚、社会倫理に適合した行動、企業活動の透明の保持

等、法令遵守の精神について経営管理部が経営会議と連携し、情報の共有化を図り、部課長会議を通じ各担当

部長より従業員に対し周知・徹底を行っている。 

また、悪質な隠匿を避け法令遵守のため「コンプライアンス規程」に則り内部通報制度を制定している。 

法律上の問題が生じた場合は、顧問弁護士の指示が受けられる体制を確立している。 

  

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役松倉清は、当社に関する取引等の利害関係はない。また、社外監査役加藤陽則及び久保孝満は、そ

れぞれ東宝株式会社、阪急電鉄株式会社の従業員である。当社は阪急電鉄株式会社と取引関係にあり、その内容

については「第５ 経理の状況」「１ 連結財務諸表等」「注記事項 関連当事者との取引」に記載している。

なお、上記記載は、有価証券報告書提出日現在の当社と社外監査役との利害関係の概要である。 

  

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況 

平成18年度は取締役会を10回、経営会議を17回開催した。 

また、取締役及び課長以上が出席する部課長会議を月２回開催し、業務執行に関する重要事項の決定、会社業

績に関する進捗状況の確認及び対策を講じている。 

経営管理部が２月に個人情報保護の観点から事業部門に対し内部監査を実施している。 

  

当社のコーポレート・ガバナンス体制 



 
  

(3) 役員報酬の内容 

取締役及び監査役の年間報酬総額 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 17,400千円 

上記以外の業務に基づく報酬はない。 

取締役 38,860千円 （うち社外取締役     ― 千円） 

監査役 7,335千円 （うち社外監査役   7,335千円） 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、第53期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

54期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してい

る。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び第53期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19

年３月31日まで)及び第54期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いて、あずさ監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

現金及び預金     2,190,643     1,764,974   

受取手形及び売掛金     383,743     481,494   

有価証券     3,190     3,197   

たな卸資産     18,899     25,133   

前払費用     94,081     32,223   

未収入金     105,860     426,171   

その他     11,694     5,066   

貸倒引当金     △7,127     △8,161   

流動資産合計     2,800,986 63.4   2,730,098 64.7 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産             

建物及び構築物   3,078,502     3,080,955     

減価償却累計額   1,971,185 1,107,316   2,039,057 1,041,898   

機械装置及び車両   650,765     650,765     

減価償却累計額   580,588 70,177   592,315 58,450   

器具備品   543,412     529,905     

減価償却累計額   246,493 296,919   278,025 251,879   

土地     36,609     36,609   

有形固定資産合計     1,511,022 34.3   1,388,837 32.9 

(2) 無形固定資産               

施設利用権その他     13,547     12,304   

無形固定資産合計     13,547 0.3   12,304 0.3 

(3) 投資その他の資産               

投資有価証券     30,000     30,000   

差入保証金     38,797     39,021   

その他 (注1)   20,509     20,509   

投資その他の資産合計     89,307 2.0   89,531 2.1 

固定資産合計     1,613,876 36.6   1,490,673 35.3 

資産合計     4,414,863 100.0   4,220,771 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

買掛金     185,361     211,895   

短期借入金     1,000,000     800,000   

未払金     425,864     551,442   

未払法人税等     17,480     7,683   

未払消費税等     3,157     18,263   

賞与引当金     23,558     21,098   

前受金     68,273     72,116   

その他 (注1)   30,455     33,875   

流動負債合計     1,754,150 39.7   1,716,374 40.7 

Ⅱ 固定負債               

退職給付引当金     54,169     64,257   

役員退職慰労引当金     18,680     17,432   

連結調整勘定     71,702     ―   

負ののれん     ―     58,662   

その他     26,463     23,636   

固定負債合計     171,017 3.9   163,989 3.9 

負債合計     1,925,167 43.6   1,880,363 44.6 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 (注2)   1,427,277 32.3   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     883,886 20.0   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     190,686 4.3   ― ― 

Ⅳ 自己株式 (注2)   △12,154 △0.2   ― ― 

資本合計     2,489,696 56.4   ― ― 

負債及び資本合計     4,414,863 100.0   ― ― 

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

株主資本               

１  資本金     ― ―   1,427,277 33.8 

 ２  資本剰余金     ― ―   883,886 20.9 

３  利益剰余金     ― ―   41,721 1.0 

４  自己株式     ― ―   △12,477 △0.3 

株主資本合計     ― ―   2,340,407 55.4 

純資産合計     ― ―   2,340,407 55.4 

負債純資産合計     ― ―   4,220,771 100.0 



② 【連結損益計算書】 

  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益     7,470,749 100.0   6,838,770 100.0 

Ⅱ 営業原価     4,621,934 61.9   4,733,067 69.2 

売上総利益     2,848,815 38.1   2,105,702 30.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (注1)   2,595,132 34.7   2,261,872 33.1 

営業利益又は 
営業損失(△) 

    253,683 3.4   △156,169 △2.3 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   34     472     

連結調整勘定償却額   13,040     ―     

負ののれん償却額   ―     13,040     

その他   2,703 15,778 0.2 731 14,244 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   13,446     10,741     

新株発行費   5,985     ―     

騒音対策費   3,740     ―     

その他   3,412 26,584 0.3 256 10,998 0.1 

経常利益又は 
経常損失(△) 

    242,877 3.3   △152,923 △2.2 

Ⅵ 特別利益               

役員退職慰労引当金 
戻入額 

  4,041     8,968     

貸倒引当金戻入額   ― 4,041 0.0 3,166 12,134 0.2 

Ⅶ 特別損失               

固定資産除却損 (注2) 8,692     ―     

減損損失 (注3) 19,661     ―     

過年度償却資産税   ― 28,353 0.4 4,145 4,145 0.1 

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失(△) 

    218,564 2.9   △144,934 △2.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

    11,121 0.1   4,030 0.1 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

    207,443 2.8   △148,964 △2.2 

     



③ 【連結剰余金計算書】 

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     787,498 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

増資による新株の発行   150,177 150,177 

Ⅲ 資本剰余金減少高       

資本準備金取崩による減少高   53,788 53,788 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     883,886 

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △70,546 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

当期純利益   207,443   

資本準備金取崩による増加高   53,788 261,232 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     190,686 
      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

株主資本 

純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,427,277 883,886 190,686 △12,154 2,489,696 2,489,696 

連結会計年度中の変動額             

 当期純損失(△)     △148,964   △148,964 △148,964 

 自己株式の取得       △323 △323 △323 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

― ― △148,964 △323 △149,288 △149,288 

平成19年３月31日残高(千円) 1,427,277 883,886 41,721 △12,477 2,340,407 2,340,407 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益又は
当期純損失(△) 

  218,564 △144,934 

減価償却費   116,621 126,462 

減損損失   19,661 ― 

連結調整勘定償却額   △13,040 ― 

負ののれん償却額   ― △13,040 

退職給付引当金の増減額(△は減少額)   △14,678 10,087 

役員退職慰労引当金の増減額(△は減少額)   2,303 △1,248 

貸倒引当金の増減額(△は減少額)   △10,717 1,033 

賞与引当金の増減額(△は減少額)   5,581 △2,459 

受取利息及び受取配当金   △34 △472 

支払利息   13,446 10,741 

固定資産除却損   8,692 ― 

売上債権の増減額(△は増加額)   395,540 △97,750 

たな卸資産の増減額(△は増加額)   8,054 △6,234 

仕入債務の増減額(△は減少額)   △793,686 162,726 

未収入金の増加額   ― △320,311 

前受金の増減額(△は減少額)   △19,503 3,842 

未払消費税等の増減額(△は減少額)   △103,072 25,443 

その他   △178,377 56,533 

小計   △344,644 △189,580 

利息及び配当金の受取額   8 238 

利息の支払額   △12,955 △11,281 

法人税等の支払額   △5,793 △10,843 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △363,384 △211,467 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入による支出   △149,183 ― 

有形固定資産の取得による支出   △492,590 △15,859 

有形固定資産の売却による収入   ― 2,210 

差入保証金償還による収入   3,287 370 

預り保証金返還による支出   ― △594 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △638,486 △13,872 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の返済による支出   ― △200,000 

株式の発行による収入   294,369 ― 

自己株式の取得による支出   △422 △323 

財務活動によるキャッシュ・フロー   293,947 △200,323 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △707,923 △425,663 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,752,574 2,044,651 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   2,044,651 1,618,987 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結している。 

 連結子会社名は「第１ 企業の概況」の「４

関係会社の状況」に記載しているため省略した。 

  

連結子会社の数 ２社 

１ 連結の範囲に関する事項 

同左 

２ 連結子会社の事業年度に関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してい

る。 

  

２ 連結子会社の事業年度に関する事項 

同左 

３ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (イ)たな卸資産 

    先入先出法による原価法 

３ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (イ)たな卸資産 

同左 

  (ロ)有価証券 

    その他の有価証券 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

  (ロ)有価証券 

    その他有価証券 

     時価のないもの 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    主として定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び車両 ５～17年

器具備品 ２～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  (イ)有形固定資産 

同左   

  (ロ)無形固定資産 

    定額法 

    但し、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法 

  (ロ)無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用処理している。 

  

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

――― 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上している。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

     従業員に対して支給する賞与の支払に備える

ため、支払見込額のうち当連結会計年度負担額

を計上している。 

  (ロ)賞与引当金 

同左 

  (ハ)退職給付引当金 

 従業員の退職により支給する退職給付に充て

るため、当連結会計年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異については、15年

による均等按分額を費用処理している。 

  (ハ)退職給付引当金 

同左 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

     当社の役員の退職慰労金に充てるため、内規

に基づく期末要支給額を計上している。 

  (ニ)役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

    消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式を採用している。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

同左 

４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用している。 

４ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

５ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、10年間の均等償却

を行っている。 

５          ――― 

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいている。 

６          ――― 

７          ――― ７ 負ののれんの償却に関する事項 

  負ののれんの償却については、10年間の均等償却を

行っている。 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

いる。これにより、税金等調整前当期純利益は19,661千

円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の額から直接控除している。 

――― 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。これによる損

益に与える影響はない。連結財務諸表規則の改正により

当連結財務諸表は改正後の連結財務諸表規則により作成

している。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,340,407千円である。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「負のの 

れん」と表示している。 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「負ののれん償却額」と表示している。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

1.前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当連結会計年度から

「負ののれん償却額」と表示している。 

2.営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の

増加額」は前連結会計年度は「その他」に含めて表示

していたが、金額的重要性が増したため区分掲記して

いる。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「未収入金の増加額」の金額は55,736千円である。 

  



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 担保に提供している資産 

 投資その他の資産の「その他」のうち金銭信託

19,459千円は流動負債の「その他」のうち従業員預

り金5,125千円の担保に供している。 

  

１ 担保に提供している資産 

 投資その他の資産の「その他」のうち金銭信託

19,459千円は流動負債の「その他」のうち従業員預

り金5,253 千円の担保に供している。 

２ 自己株式の保有数 

 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりである。 

 な お、当 社 の 発 行 済 株 式 総 数 は 普 通 株 式

1,163,500株である。 

  

普通株式 1,685株

２          ――― 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

である。 

給料手当 528,295千円

宣伝費 188,836 〃

賞与引当金繰入額 13,972 〃

退職給付費用 10,571 〃

役員退職慰労引当金繰入額 6,344 〃

減価償却費 116,621 〃

賃借料 179,100 〃

業務委託料 268,109 〃

１ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとおり

である。 

給料手当 441,243千円

宣伝費 191,764 〃

賞与引当金繰入額 13,055 〃

退職給付費用 10,571 〃

役員退職慰労引当金繰入額 7,720 〃

減価償却費 126,462 〃

賃借料 323,429 〃

業務委託料 305,106 〃

貸倒引当金繰入額 4,200 〃

    

２ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 3,328千円

機械装置及び車両 2,158 〃

器具備品 3,035 〃

その他 169 〃

計 8,692千円

２                     ―――  

  

３ 減損損失 

 当連結会計年度において当社グループは、以下の

資産について、減損損失を計上している。 

 減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産

グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資

産のグループ化を行った。 

 その結果、当連結会計年度において、地価の下落

に伴い帳簿価額に対し著しく時価が下落している上

記資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（19,661千円）として特

別損失に計上した。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、固定資産税評価額等を基礎とし

た指標により評価している。 

  

場所 用途 種類 減損損失 

新潟県 

妙高市 
遊休資産 土地 19,661千円 

  

３                    ――― 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
(注) 自己株式の増加100株は単元未満株式の買い取りによる増加である。 

  
  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 

  
  

３ 配当に関する事項 

該当事項なし。  

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 
当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

発行済株式         

普通株式(株) 1,163,500 ― ― 1,163,500 

合計 1,163,500 ― ― 1,163,500 

自己株式         

普通株式(株) 1,685 100 ― 1,785 

合計 1,685 100 ― 1,785 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,190,643千円

有価証券勘定 3,190 〃

計 2,193,834千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 149,183 〃

現金及び現金同等物 2,044,651千円

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,764,974千円

有価証券勘定 3,197 〃

計 1,768,171千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 149,183 〃

現金及び現金同等物 1,618,987千円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引(借手側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引(借手側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

    
機械装置 
及び車両 
(千円) 

  
器具備品 
(千円) 

 
ソフト 
ウエア 
(千円) 

  
合計
(千円) 

取得価額 
相当額 

  38,367   18,805   56,670   113,842

減価償却 
累計額 
相当額 

  31,870   18,805   39,669   90,344

期末残高 
相当額 

  6,497   ―   17,001   23,498

機械装置
及び車両
(千円) 

器具備品
(千円) 

ソフト 
ウエア 
(千円) 

  
合計 
(千円) 

取得価額
相当額 

22,083 7,612 56,670   86,366 

減価償却
累計額 
相当額 

18,741 4,599 51,003   74,343 

期末残高
相当額 

3,342 3,013 5,667   12,022 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14,488千円

１年超 9,009 〃

計 23,498千円

② 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 9,857千円

１年超 2,165 〃

計 12,022千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

同左 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 14,488千円

減価償却費相当額 14,488 〃

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 16,392千円

減価償却費相当額 16,392 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はない。 

  

（減損損失について） 

同左 



(有価証券関係) 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）、当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平

成19年３月31日）において、当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。

  

  

区分 

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券     

 ① 非上場株式 30,000 30,000 

 ② 追加型公社債投資信託 
   (ＭＭＦ) 

3,190 3,197 

合計 33,190 33,197 



(退職給付関係) 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項なし。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

退職一時金制度を採用している。また、従業員の退職

等に際して、退職給付会計に準拠した退職給付債務の

対象とされない割増退職金を支払う場合がある。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用し

ている。 

  

①退職給付債務 150,214千円

②未認識過去勤務債務 ― 〃

③未認識数理計算上の差異 ― 〃

④会計基準変更時差異の未処理額 96,044 〃

⑤年金資産 ― 〃

⑥退職給付引当金 54,169千円

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用し

ている。 

①退職給付債務 149,731千円

②未認識過去勤務債務 ― 〃

③未認識数理計算上の差異 ― 〃

④会計基準変更時差異の未処理額 85,473 〃

⑤年金資産 ― 〃

⑥退職給付引当金 64,257千円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ―千円

②利息費用 ― 〃

③期待運用収益 ― 〃

④過去勤務債務の費用処理額 ― 〃

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ― 〃

⑥会計基準変更時差異の費用処理額 10,571 〃

⑦臨時に支払った割増退職金等 ― 〃

⑧退職給付費用 10,571千円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ―千円

②利息費用 ― 〃

③期待運用収益 ― 〃

④過去勤務債務の費用処理額 ― 〃

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ― 〃

⑥会計基準変更時差異の費用処理額 10,571 〃

⑦臨時に支払った割増退職金等 ― 〃

⑧退職給付費用 10,571千円

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  当社及び連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しているため、基礎率等について記

載していない。 

  なお、会計基準変更時差異の処理年数は15年を採用

している。 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産(流動)  

  賞与引当金 9,517千円

  その他 2,145 〃

   小計 11,663千円

  評価性引当額 △11,663 〃

   合計 ―千円

 繰延税金資産(固定)  

  繰越欠損金 1,248,415千円

  役員退職慰労引当金 7,547 〃

  退職給付引当金 21,884 〃

  その他 1,213 〃

   小計 1,279,060千円

  評価性引当額 △1,279,060 〃

   合計 ―千円

  繰延税金資産の純額 ―千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 繰延税金資産(流動)  

  賞与引当金 8,523千円

  その他 2,305 〃

   小計 10,828千円

  評価性引当額 △10,828 〃 

   合計 ―千円

 繰延税金資産(固定)  

  繰越欠損金 1,303,358千円

  役員退職慰労引当金 7,042 〃

  退職給付引当金 25,960 〃

  その他 870 〃

   小計 1,337,232千円

  評価性引当額 △1,337,232 〃

   合計 ―千円

  繰延税金資産の純額 ―千円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.4％

 （調整）  

 住民税均等割 1.8％

 連結調整勘定償却 △2.4％

 評価性引当額増加 △35.0％

 その他 0.3％

 税効果会計適用後の法人税等 

 の負担率 

 

5.1％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  税金等調整前当期純損失を計上しているため記載を

省略している。 

  

  

  

  

  

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分は内部管理上使用している区分によっている。 

２ 各事業区分の主要事業内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(249,679千円)は、当社の管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(1,768,691千円)は、当社での余資運用資金(現預金及び有価証

券)、長期投資資金(投資有価証券等)に係る資産である。 

  

  
演劇・映画 
興行関連事業 

(千円) 

賃貸・貸室
関連事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益           

営業収益           

 (1) 外部顧客に 

   対する営業収益 
7,432,431 38,318 7,470,749 ― 7,470,749

 (2) セグメント間の内部 

   営業収益又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 7,432,431 38,318 7,470,749 ― 7,470,749 

  営業費用 6,960,263 7,123 6,967,386 249,679 7,217,066 

  営業利益 472,168 31,194 503,363 (249,679) 253,683 

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

     

  資産 2,539,943 106,228 2,646,171 1,768,691 4,414,863 

  減価償却費 112,559 4,061 116,621 ― 116,621 

  資本的支出 442,855 ― 442,855 ― 442,855 

事業区分 売上区分 主要事業内容 

演劇・映画興行 
関連事業 

演劇興行部門 演劇、歌手、ミュ―ジカル等公演 

映画興行部門 映画館の経営 

附帯事業及び 

レストラン部門 
劇場内売店、食堂及び劇場周辺飲食店舗における物品及び飲食
物の販売 

賃貸・貸室 

関連事業 
建物賃貸部門 劇場、飲食店等の賃貸、清掃、警備業務の請負 



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

(注) １ 事業区分は内部管理上使用している区分によっている。 

２ 各事業区分の主要事業内容 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(211,540千円)は、当社の管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額(1,421,863千円)は、当社での余資運用資金(現預金及び有価証

券)、長期投資資金(投資有価証券等)に係る資産である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)、当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19

年３月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項は

ない。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)、当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19

年３月31日)において、海外売上高がないため、該当事項はない。 

  

  
演劇・映画 
興行関連事業 

(千円) 

賃貸・貸室
関連事業 
(千円) 

計
(千円) 

消去
又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益           

営業収益           

 (1) 外部顧客に 

   対する営業収益 
6,801,151 37,619 6,838,770 ― 6,838,770 

 (2) セグメント間の内部 

   営業収益又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 6,801,151 37,619 6,838,770 ― 6,838,770 

  営業費用 6,775,739 7,660 6,783,399 211,540 6,994,940 

 営業利益又は営業損失（△） 25,411 29,959 55,371 (211,540) △156,169 

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

     

  資産 2,671,078 127,829 2,798,908 1,421,863 4,220,771 

  減価償却費 121,424 5,038 126,462 ― 126,462 

  資本的支出 5,245 ― 5,245 ― 5,245 

事業区分 売上区分 主要事業内容 

演劇・映画興行 
関連事業 

演劇興行部門 演劇、歌手、ミュ―ジカル等公演 

映画興行部門 映画館の経営 

附帯事業及び 

レストラン部門 
劇場内売店、食堂及び劇場周辺飲食店舗における物品及び飲食
物の販売 

賃貸・貸室 

関連事業 
建物賃貸部門 劇場、飲食店等の賃貸、清掃、警備業務の請負 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 兄弟会社等 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 兄弟会社等 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所

資本金 
又は 

出資金 
(千円) 

事業の
内容 
又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(%) 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

 

役員の
兼任等

事業上
の関係  

主要株主（会社等）
が議決権の過半数を
所有している会社等
（当該会社の子会社

を含む） 

阪急電鉄 
株式会社 

大阪市
北区 

100,000 鉄道事業 ― 
兼任
１名 

広告掲出
資金の
借入 

500,000 
短期 

借入金 
500,000  

株式会社 
阪急ファ
シリティ
ーズ 

大阪市
北区 

50,000 
保守・

メンテナ
ンス事業

― ―
清掃業務
委託 

建物の
改修 
修繕 

213,277 未払金 16,333  

株式会社 
梅田芸術 
劇場 

大阪市
北区 

10,000 
劇場運営
演劇興行

― 
兼任
１名 

 
販売業務
委託 
  

票券の
販売・ 
代金の 
回収 

― 未収入金 85,135  

 
劇場賃借

  

劇場の
使用 

185,360 未払金 50,978  

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  （取引条件及び取引条件の決定方針等） 

  １ 上記各社との取引については、市場価格を参考に決定している。 

２ 資金の借入利率については、市場金利を勘案して合理的に決定している。なお、担保等は提供していな

い。 

属性 
会社等 
の名称 

住所

資本金 
又は 

出資金 
(千円) 

事業の
内容 
又は 
職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(%) 

関係内容 

取引の
内容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

 

役員の
兼任等

事業上
の関係  

主要株主（会社等）
が議決権の過半数を
所有している会社等
（当該会社の子会社

を含む） 

阪急電鉄 
株式会社 

大阪市
北区 

100,000 鉄道事業 ― 
兼任
１名 

広告掲出

資金の
借入 
利息の 
支払 

500,000 
  
5,185 

短期 
借入金 

  
未払利
息 
  

 500,000
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株式会社 
梅田芸術 
劇場 

大阪市
北区 

10,000 
劇場運営
演劇興行

― 
兼任
１名 

 
販売業務
委託 
  

票券の
販売・ 
代金の 
回収 

― 
売掛金 

  
未収入金 

53,957
  

 394,705
 

 
劇場賃借

  

劇場の
使用 

144,321 未払金  126,442  

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  （取引条件及び取引条件の決定方針等） 

  １ 上記各社との取引については、市場価格を参考に決定している。 

２ 資金の借入利率については、市場金利を勘案して合理的に決定している。なお、担保等は提供していな

い。 



 (１株当たり情報) 

  

(注)  １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,142.94円 １株当たり純資産額 2,014.61円

１株当たり当期純利益金額 180.82円 １株当たり当期純損失金額 128.22円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 
(千円) 

207,443 △148,964 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失（△）(千円) 

207,443 △148,964

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,147 1,161 



⑥ 【連結附属明細表】 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

区分 
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,000,000 800,000 1.557 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く) 

― ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,000,000 800,000 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
第53期

(平成18年３月31日) 
第54期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

現金及び預金     1,715,041     1,368,206   

売掛金     350,882     372,772   

有価証券     3,190     3,197   

商品     4,429     3,688   

前払費用 (注1)   148,232     14,386   

未収入金     100,972     409,141   

関係会社短期貸付金     120,000     120,000   

その他     16,589     628   

貸倒引当金     △8,577     △5,411   

流動資産合計     2,450,760 60.1   2,286,610 60.3 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産             

建物   1,458,465     1,460,918     

減価償却累計額   691,667 766,797   721,013 739,904   

建物附属設備   1,616,133     1,616,133     

減価償却累計額   1,278,228 337,904   1,316,538 299,594   

機械装置   643,562     643,562     

減価償却累計額   577,051 66,511   587,435 56,127   

器具備品   534,119     520,231     

減価償却累計額   243,217 290,901   273,336 246,894   

土地     36,609     36,609   

有形固定資産合計     1,498,724     1,379,131   

(2) 無形固定資産               

ソフトウェア     1,016     594   

施設利用権     5,551     5,551   

商標権     6,685     5,865   

無形固定資産合計     13,254     12,011   

(3) 投資その他の資産               

投資有価証券     30,000     30,000   

関係会社株式     30,000     30,000   

出資金     1,000     1,000   

差入保証金     32,483     32,707   

その他 (注2)   19,459     19,459   

投資その他の資産合計     112,943     113,167   

固定資産合計     1,624,922 39.9   1,504,310 39.7 

資産合計     4,075,682 100.0   3,790,921 100.0 

     



  

  
  

  
第53期

(平成18年３月31日) 
第54期 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

買掛金     138,098     126,955   

短期借入金     1,000,000     800,000   

未払金 (注1)   305,320     314,333   

未払費用     9,251     6,546   

未払法人税等     9,350     6,366   

未払消費税等     ―     17,188   

前受金     59,383     66,328   

預り金     2,320     3,741   

従業員預り金 (注2)   5,125     5,253   

賞与引当金     10,332     9,107   

その他     ―     295   

流動負債合計     1,539,182 37.8   1,356,118 35.8 

Ⅱ 固定負債               

預り保証金     26,463     23,636   

退職給付引当金     40,204     49,873   

役員退職慰労引当金     18,680     17,432   

固定負債合計     85,349 2.1   90,942 2.4 

負債合計     1,624,532 39.9   1,447,060 38.2 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 (注3)   1,427,277 35.0   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

  資本準備金     883,886     ―   

資本剰余金合計     883,886 21.7   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

  当期未処分利益     152,141     ―   

利益剰余金合計     152,141 3.7   ― ― 

Ⅳ 自己株式 (注4)   △12,154 △0.3   ― ― 

資本合計     2,451,150 60.1   ― ― 

負債資本合計   4,075,682 100.0 ― ―

     



  
  

第53期
(平成18年３月31日) 

第54期 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

株主資本               

１  資本金     ― ―   1,427,277 37.6 

２  資本剰余金               

資本準備金   ―     883,886     

資本剰余金合計     ― ―   883,886 23.3 

３  利益剰余金               

   その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   ―     45,174     

利益剰余金合計     ― ―   45,174 1.2 

４  自己株式     ― ―   △12,477 △0.3 

株主資本合計     ― ―   2,343,860 61.8 

純資産合計     ― ―   2,343,860 61.8 

負債純資産合計     ― ―   3,790,921 100.0 

     



② 【損益計算書】 

  

  
第53期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益               

興行収入   5,666,866     4,893,590     

事業収入   793,567     683,448     

賃貸収入   122,439 6,582,873 100.0 114,257 5,691,297 100.0 

Ⅱ 営業原価               

公演費 (注1) 3,800,988     3,626,137     

事業原価 (注2) 440,830 4,241,819 64.4 374,464 4,000,602 70.3 

売上総利益     2,341,054 35.6   1,690,694 29.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

宣伝費   189,498     191,764     

販売手数料   243,848     161,586     

業務委託料   302,783     274,962     

水道光熱費   92,618     84,672     

賃借料   366,198     301,877     

保安清掃料   95,878     97,882     

役員報酬及び給料手当   302,694     259,475     

賞与引当金繰入額   10,332     9,107     

退職給付費用   9,668     9,668     

役員退職慰労 
引当金繰入額 

  6,344     7,720     

福利厚生費   38,417     30,050     

減価償却費   113,109     123,489     

修繕費   128,179     45,166     

租税公課   18,333     16,171     

その他   224,349 2,142,256 32.6 180,287 1,793,882 31.5 

営業利益又は 
営業損失(△) 

    198,798 3.0   △103,187 △1.8 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   2,431     2,711     

雑収入   2,435 4,867 0.1 286 2,998 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   13,446     10,741     

新株発行費   5,985     ―     

雑支出   4,169 23,601 0.4 245 10,986 0.2 

経常利益又は 
経常損失(△) 

    180,063 2.7   △111,175 △1.9 



  

  
  

  
第53期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

役員退職慰労引当金 
戻入額 

  4,041     8,968     

貸倒引当金戻入額   ― 4,041 0.1 3,166 12,134 0.2 

Ⅶ 特別損失               

固定資産除却損 (注3) 8,522     ―     

減損損失 (注4) 19,661     ―     

過年度償却資産税   ― 28,183 0.4 4,145 4,145 0.1 

税引前当期純利益又は 
当期純損失(△) 

    155,921 2.4   △103,186 △1.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

    3,780 0.1   3,780 0.1 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

    152,141 2.3   △106,966 △1.9 

当期未処分利益     152,141     ―   

         



③ 【利益処分計算書】 

  

（注）日付は株主総会承認年月日である。 

  

④ 【株主資本等変動計算書】 

第54期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

    
第53期 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     152,141 

Ⅱ 次期繰越利益     152,141 

      

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,427,277 883,886 883,886 

事業年度中の変動額       

 当期純損失（△）       

 自己株式の取得       

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 

平成19年３月31日残高(千円) 1,427,277 883,886 883,886 

  

株主資本 

純資産合計 
利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 152,141 152,141 △12,154 2,451,150 2,451,150 

事業年度中の変動額           

 当期純損失（△） △106,966 △106,966   △106,966 △106,966 

自己株式の取得     △323 △323 △323 

事業年度中の変動額合計(千円) △106,966 △106,966 △323 △107,289 △107,289 

平成19年３月31日残高(千円) 45,174 45,174 △12,477 2,343,860 2,343,860 



重要な会計方針 

  

  

第53期 第54期 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2)その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 先入先出法による原価法 

  

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。 

建物 19～41年

建物附属設備 ３～18年

機械装置 ５～17年

器具備品 ２～20年

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

る。 

建物 10～41年

建物附属設備 ３～40年

機械装置 ５～17年

器具備品 ２～20年

(2)無形固定資産 

定額法 

 但し、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法 

  

(2)無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

 支出時に全額費用処理している。 

  

４ 繰延資産の処理方法 

――― 

５ 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債 

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上している。 

５ 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支払に備える 

ため、支払見込額のうち当期負担額を計上して

いる。 

(2)賞与引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職により支給する退職給付に充て

るため、当期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当期末において発生していると認め

られる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異については、15年 

による均等按分額を費用処理している。 

  

(3)退職給付引当金 

同左 



  

  

第53期 第54期 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づ 

く期末要支給額を計上している。 

  

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンスリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 

  

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方 

式を採用している。 

  

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

第53期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当期より、「固定資産の減損に係る会計基準」 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意 

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び 

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業 

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用 

している。これにより、税引前当期純利益は19,661千 

円減少している。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸 

表等規則に基づき各資産の額から直接控除している。 

  

――― 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用している。これに

よる損益に与える影響はない。財務諸表等規則の改正

により当財務諸表は改正後の財務諸表等規則により作

成している。 

  なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は

2,343,860千円である。 

  

第53期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 修繕費は、販売費及び一般管理費の100分の５を超え

たため、区分掲記することとした。 

 なお、前期は販売費及び一般管理費の「その他」に修

繕費128,818千円が含まれている。 

  

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第53期 
(平成18年３月31日) 

第54期
(平成19年３月31日) 

１ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりである。 

  前払費用 125,740千円 

  未払金 136,658千円 

１ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりである。 

  前払費用 ―千円 

  未払金 35,233千円 

  

２ 担保に提供している資産 

   投資その他の資産の「その他」のうち金銭信託

19,459千円は従業員預り金5,125千円の担保に供し

ている。 

  

２ 担保に提供している資産 

   投資その他の資産の「その他」のうち金銭信託

19,459千円は従業員預り金5,253千円の担保に供し

ている。 

  

３ 授権株式数     普通株式 2,000,000株 

  発行済株式総数   普通株式 1,163,500株 

３          ――― 

  

４ 自己株式の保有数 

   当社が保有する自己株式の数は普通株式1,685株

である。 

  

  

４          ――― 



(損益計算書関係) 

  

  

第53期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 関係会社との取引 

各科目に含まれているものは次のとおりである。 

公演費 2,923,484千円

１ 関係会社との取引 

各科目に含まれているものは次のとおりである。 

公演費 3,626,137千円

  

２ 事業原価の内訳は次のとおりである。 

食堂材料費 23,162千円

売店商品原価 417,668 〃

計 440,830千円

  

２ 事業原価の内訳は次のとおりである。 

食堂材料費 15,131千円

売店商品原価 359,333 〃

計 374,464千円

  

３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 1,725千円

建物附属設備 1,603 〃

機械装置 2,158 〃

器具備品 3,035 〃

計 8,522千円

  

３          ――― 

  

４ 当期において当社は、以下の資産について、減損損

失を計上している。 

  減損損失の算定にあたっては、他の資産又は資産

グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資

産のグループ化を行った。 

  その結果、当期において、地価の下落に伴い帳簿

価額に対し著しく時価が下落している上記資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（19,661千円）として特別損失に計

上した。 

  なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、固定資産税評価額等を基礎とした指

標により評価している。  

  

場所 用途 種類 減損損失 

新潟県 

妙高市 
遊休資産 土地 19,661千円 

  

４          ――― 



(株主資本等変動計算書関係) 

第54期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
(注) 自己株式の増加100株は単元未満株式の買い取りによる増加である。 

  

  

(リース取引関係) 
  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株）       1,685        100         ―       1,785 

合計       1,685        100         ―       1,785 

第53期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンスリース取引(借手側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンスリース取引(借手側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

    
機械装置 
(千円) 

  
器具備品 
(千円) 

  
ソフト 
ウエア 
(千円) 

  
合計
(千円) 

取得価額 
相当額 

  38,367   18,805   56,670   113,842

減価償却 
累計額 
相当額 

  31,870   18,805   39,669   90,344

期末残高 
相当額 

  6,497   ―   17,001   23,498

機械装置
(千円) 

器具備品
(千円) 

ソフト 
ウエア 
(千円) 

  
合計 
(千円) 

取得価額
相当額 

22,083 7,612 56,670   86,366 

減価償却
累計額 
相当額 

18,741 4,599 51,003   74,343 

期末残高
相当額 

3,342 3,013 5,667   12,022 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 14,488千円

１年超 9,009 〃

合計 23,498千円

② 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 9,857千円

１年超 2,165 〃

合計 12,022千円

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ている。 

同左 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 14,488千円

減価償却費相当額 14,488 〃

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 16,392千円

減価償却費相当額 16,392 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない。 

  

（減損損失について） 

同左 



(有価証券関係) 

  

  

  

(税効果会計関係) 

  

  

第53期 
(平成18年３月31日) 

第54期
(平成19年３月31日) 

 子会社株式で時価のあるものはない。 

  

同左 

  

第53期 
(平成18年３月31日) 

第54期
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産(流動) 

  

   賞与引当金 4,174千円

   その他 2,145 〃

    小計 6,319千円

   評価性引当額 △6,319 〃

    合計 ―千円

  繰延税金資産(固定)  

   繰越欠損金 1,191,846千円

   役員退職慰労引当金 7,547 〃

   退職給付引当金 16,242 〃

   その他 1,213 〃

    小計 1,216,849千円

   評価性引当額 △1,216,849 〃

    合計 ―千円

   繰延税金資産の純額 ―千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産(流動) 

   賞与引当金 3,679千円

   その他 2,305 〃

    小計 5,984千円

   評価性引当額 △5,984 〃

    合計 ―千円

  繰延税金資産(固定)  

   繰越欠損金 1,227,597千円

   役員退職慰労引当金 7,042 〃

   退職給付引当金 20,148 〃

   その他 870 〃

    小計 1,255,659千円

   評価性引当額 △1,255,659 〃

    合計 ―千円

   繰延税金資産の純額 ―千円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率 40.4％

 （調整）  

 住民税均等割 2.4％

 評価性引当額増加 △44.2％

 その他 3.8％

 税効果会計適用後の法人税等 

 の負担率 
2.4％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   税引前当期純損失を計上しているため記載を省略

している。 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 

   該当事項なし。 

  

第53期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,109.76円 １株当たり純資産額 2,017.59円

１株当たり当期純利益金額 132.62円 １株当たり当期純損失金額 92.07円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。 

  

項目 
第53期

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

第54期 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円） 
152,141 △106,966

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）（千円） 
152,141 △106,966

普通株式の期中平均株式数(千株) 1,147 1,161 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)     

その他有価証券     

株式会社博多座 600 30,000 

計 600 30,000 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円) 

(有価証券)     

その他有価証券     

[証券投資信託の受益証券] 
3,197,079 3,197 

追加型公社債投資信託(ＭＭＦ)

計 3,197,079 3,197 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注)１ 当期中の主な増減は、下記の次のとおりである。  

  

【引当金明細表】 

  

(注)１ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、貸倒引当金の洗替によるものである。 

  ２ 役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員の辞退によるものである。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産              

 建物 1,458,465 2,453 ― 1,460,918 721,013 29,346 739,904

 建物附属設備 1,616,133 ― ― 1,616,133 1,316,538 38,309 299,594

 機械装置 643,562 ― ― 643,562 587,435 10,383 56,127

 器具備品 534,119 2,411 16,299 520,231 273,336 44,207 246,894

 土地 36,609 ― ― 36,609 ― ― 36,609

有形固定資産計 4,288,890 4,864 16,299 4,277,455 2,898,323 122,247 1,379,131

無形固定資産              

 ソフトウェア 4,581 ― ― 4,581 3,987 422 594

 施設利用権 5,551 ― ― 5,551 ― ― 5,551

 商標権 10,541 ― ― 10,541 4,675 819 5,865

無形固定資産計 20,674 ― ― 20,674 8,662 1,242 12,011

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産              

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

増加 

建物      新宿コマ劇場屋上防水処理及び3階天井漏水修理                    2,453千円 

器具備品    新宿コマ劇場音響設備購入                                           2,092千円 

減少 

器具備品    新宿コマ劇場KFCセンターパッキングテーブル他譲渡                   16,299千円 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 8,577 5,411 ― 8,577 5,411 

賞与引当金 10,332 9,107 10,332 ― 9,107 

役員退職慰労引当金 18,680 7,720 ― 8,968 17,432 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(Ⅰ) 資産の部 

(A) 現金及び預金 

  

  

  

(B) 売掛金 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期売上高には消費税等が含まれている。 

  

(C) 商品 
  

区分 金額(千円) 

現金 15,472 

銀行預金 当座預金 1,196,606 

  普通預金 6,372 

  別段預金 571 

  定期預金 149,183 

計 1,352,734 

合計 1,368,206 

相手先 金額(千円) 

株式会社三雅 104,976 

株式会社梅田芸術劇場 53,957 

株式会社農協観光 41,603 

株式会社ＪＣＢ 28,971 

ぴあ株式会社 18,496 

その他 124,766 

合計 372,772 

前期繰越高 
(Ａ) 
(千円) 

当期売上高 
(Ｂ) 
(千円) 

当期回収高 
(Ｃ) 
(千円) 

当期末残高 
(Ｄ) 
(千円) 

回収率
  

(％) 

滞留期間
  

(日) 
  

回収率＝ Ｃ ÷ (Ａ＋Ｂ)×100

滞留日数＝
Ａ＋Ｄ 

÷ 
Ｂ 

２ 365日 

350,882 2,611,081 2,589,191 372,772 87.4 50.6   

区分 金額(千円) 



  

  

(D) 未収入金 
  

  

売店商品ほか 3,688 

相手先 金額(千円) 

株式会社梅田芸術劇場 394,705 

株式会社アミューズ 9,796 

その他 4,639 

合計 409,141 



(Ⅱ) 負債の部 

(A) 買掛金 
  

  
  

(B) 短期借入金 
  

  
  

(C) 未払金 
  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

相手先 金額(千円) 

株式会社鮒忠 20,976 

東宝株式会社 15,722 

株式会社常盤軒 15,072 

株式会社星光堂 11,875 

株式会社永田町天竹 11,366 

その他 51,943 

合計 126,955 

相手先 金額(千円) 

阪急電鉄株式会社 500,000 

株式会社池田銀行 300,000 

合計 800,000 

区分 金額(千円) 

公演費 117,756 

劇場使用料 61,908 

宣伝費 31,784 

その他 102,884 

合計 314,333 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 ５株券 10株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社    全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき1,000円 

  株券登録料 １件につき500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社    全国本支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることが出来ない場合は、大阪市において発行する産経新
聞に掲載して行う。 

（ホームページアドレス http://www.koma-sta.co.jp/） 

  

  

  

  

  

  

  

１ 優待方法(注２～９) ２ 権利確定日 

所有株式数 進呈ポイント 所有株式数 進呈ポイント ３月末現在の株主の方に

年間優待ポイントの半数

を、９月末現在の株主の
100株以上 50 450株以上 100 

300 〃 70 750 〃 200 



(注) １ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することが出来ない。 

   会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

   会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

       株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

２ 新宿コマ劇場・梅田芸術劇場については当社主催公演に限る。 

３ 新宿コマ劇場・梅田芸術劇場については特別興行等公演の都合により優待がない公演もある。 

４ 公演によっては、事前予約、当日とも枚数制限する場合もある。 

５ 当日、満席の場合は入場できない場合もある。 

６ 原則として、初日、千秋楽は利用できません。 

７ ポイントカードの再発行並びに端数ポイントの現金換算はしません。 

８ ポイントカードをお忘れの場合、又はポイント数が足らない場合はお引き換えできません。 

９ 入場券に引替後の日時変更、キャンセルはご遠慮ください。 

  

  

  

  

株主に対する特典 

入場券１枚につき必要なポイント数 方に年間優待ポイントの

半数をそれぞれ贈呈 

  
梅田芸術劇場 特別席 Ａ席 Ｂ席 

昼の部 
前売 18 15 12 

当日 12 10 8 

夜の部 
前売 12 10 8 

当日 6 5 4 

新宿コマ劇場 特別席 Ａ席 Ｂ席 

昼の部 
前売 24 18 12 

当日 16 12 8 

夜の部 
前売 16 12 8 

当日 8 6 4 

新宿コマ東宝劇場 自由席     

当日のみ 4     



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第53期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日近畿財務局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

  第54期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月25日近畿財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社 コマ・スタジアム 

取 締 役 会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コマ・スタジアムの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社コマ・スタジアム及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

    

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    吉 田 享 司 ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    山 田 英 明 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ている。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

株式会社 コマ・スタジアム 

取 締 役 会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コマ・スタジアムの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社コマ・スタジアム及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    吉 田 享 司 ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    山 田 英 明 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ている。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社 コマ・スタジアム 

取 締 役 会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コマ・スタジアムの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社コマ・スタジアムの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    吉 田 享 司 ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    山 田 英 明 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ている。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

株式会社 コマ・スタジアム 

取 締 役 会 御中 

あ ず さ 監 査 法 人 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社コマ・スタジアムの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社コマ・スタジアムの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    吉 田 享 司 ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士    山 田 英 明 ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管し

ている。 
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